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（１）グローバル恐慌は一段落したのか？
只今紹介を頂きました浜です。この様な場所に招いて頂き、また区切りのタイミングでの

講演と言う事で光栄に思います。本日のテーマは「ｸﾞローバル恐慌を生き抜く」という

内容で話をさせて頂きます。

私自身はグローバル恐慌と言う言葉がぴったりだと思っていますが、最近の巷の空気はこの様な言い方は大袈裟であり、選挙も近いせいかしきりに景気底打ちという言い方をしています。しかしこの言葉にだまされてはいけません。私の印象としては、3月までは生産が縮小していたという金融大激震からみれば一服感というのは確かにその通りですが、この現象は幕間の小休止ではないかと思っています。この様な大きな出来事が起きた場合、自然災害でもそうですが、当初の衝撃が一段落する現象と言うのは必ずあります。しかしながら、そのダメージの大きさを身を以って感じるのはその次にやって来るものです。恐慌と言う言葉は「恐れ慌てる」と書きますが、正にこの最初の「恐れ、慌て」がひとまず落ち着いたという現状で、どれくらい深いダメージを世界が負ったのかを実感するのは、これからが本番という状況ではないかと思います。
（２）今後のシナリオ「３つのキーワード」
経済活動も急に縮んだ為、在庫調整が一通り終わったところでこれからどうする？という段階です。雇用調整についても、世界各国で失業率が上がって行くという場面もこれからの事だと思います。この幕間の狂言を受けて今後どの様なシナリオが考えられるかであるが、それを決定する大きな要因は３つあると思います。またこの３つの要因に共通するキーワードとして、「どこまで」があり、「３つのどこまで」をこれから説明して行きます。
まず３つの要因と言うのは、

その１．「自分さえよければ病」はどこまで蔓延するのか？

その２．「オバマ大統領はどこまで不本意男化するのか？」

その３．「元の木阿弥化はどこまで進んでしまうのか？」

この３つのどこまでがどういう形で展開するか、どこまで行くかによってシナリオが決まってきます。そしてこのシナリオに名前をつけるとしたら、「新たな夜明けか、永遠の暗闇か？」という事になるかと思います。これからの将来が新たな夜明けとなるのか、或いは永遠の暗闇になってしまうのかを決定付けるものが、「３つのどこまで」の進み方次第で決まってきます。

今からこの３つのどこまでを考えて行きますが、ちょうど今10分経過しました。一般的に

人の話を聞き始めて10分というのは、そろそろ辛くなってくるタイミングです。特に夕方の講演は講師にとっても辛い部分があり、私の課題は皆様の睡魔との闘いとなりますので、

どうぞ宜しく御付き合い下さい。

（３）「自分さえ良ければ病」はどこまで蔓延するのか？
それでは、最初のどこまでである「自分さえ良ければ病はどこまで蔓延するのか」ですが、

「自分さえ良ければ病」というのはどういう症状でしょうか。これは本当に怖い病気です。

１ケ月程前、世界中で新型インフルエンザに振り回された経験がありますが、この自分さえ良ければ病はインフルエンザよりはるかに毒性が強く、感染力の強い病気だと思っています。この病気は誰がかかったかによっても発症形態が異なります。例えば、金融機関がこの病気にかかると「貸し渋り」「貸し剥がし」「現金の囲い込み」等の症状になります。メーカーの場合であれば「派遣切り」「下請け切り」「大量解雇」という形で現れてきます。
「自分の銀行さえ良ければ。」、「わが社さえ生き残れば」という発想になり、この病気のさらに厄介なところは症状を個々の企業におき直してみると必ずしも悪い対策ではありません。「貸し渋り」「貸し剥がし」というと金融機関を悪者扱いしている様な表現ですが、融資に慎重になったり、多くの現金を手元に置いておくという対応は極めて健全な行為です。金融機関としては節度ある行動を取るべきであり、いい加減な対応をして金融機関自体が倒産する様な事になれば、そちらの方が大問題になるからです。預金者や融資先に対して迷惑をかけない対策を採る、これはこれで良いのですが全ての金融機関が同じ行動を取ってしまったら経済は回らず、金融市場にカネが回らない事になってしまいます。この様に個別銀行にとって合理的な行動であっても、全ての金融期間が同じ行動を取ると経済がショック死してしまうという、極めて不合理で怖い状況になる。これが「自分さえ良ければ病」の厄介なところです。
メーカーでも状況は同じです。つまり個別企業をみるとコスト削減の為の派遣切り、下請切りを断行してこの局面を乗り切らねばならない事は極めて当然の事であり、それをやめろという事は出来ません。しかしながらその個別合理的な行動を全てのメーカーが取ると、失業者が増えメーカーが値下げして販売しようとしても買う人は現れず、経済は回らないという結果になってしまいます。
と言う事で、「自分さえ良ければ病」は個別には容認出来る行動を全ての企業が取ると、その結果はとんでもない事になってしまいます。一人にとって良い事が、全員にとっては良い事だとは限らないという厄介な側面がある訳ですが、この現象を「合成の誤謬」と言います。

一人一人の行動は合理的に見えても、皆が同じ事をやると破壊に繋がります。この現象が国家単位で行なわれるとなると、これは正に保護主義という事になります。わが国さえ良ければと言う症候群は、現在世界各国で見受けられます。言葉を変えて言えば、「愛国現象」
という現象が世界中で見られます。その筆頭となるのが愛国消費であり、これをいち早く実施したのが、米国の「BUY　AMERICAN」政策です。オバマ大統領の経済政策の初仕事としてこの政策を持ち出しましたが、非常に残念に思います。
今米国も世界も大型の経済政策が打ち出されていますが、米国では公共事業に対して米国産資材を使用するという政策を取っています。この様な政策はヨーロッパでも同じであり、スペインのサバティーニ首相等は愛国消費を訴えています。愛国消費と言うのは国が保護主義に走ると必ず出て来るものであり、今回はこれに加えて更に二つの愛国主義が目立ち始めています。
一つ目が「愛国金融」です。今回の問題の対策の一環として出ている事でありますが、公的資金を投入してそれを原資として積極的に融資することを推奨しているが、融資先を自国内企業に限定しようとしています。

もう一つが「愛国雇用」です。外国人を雇う余裕があるなら、自国の労働者を採用せよというものです。派遣切りが行なわれている等の非常時であるのでやむを得ない部分はありますが、皆が外国人を締め出す事になってしまうと、結果的にはお互いの首を絞めることには繋がりかねない。事実英国では、職場は自国民優先で露骨な形で出て来ています。本来そのような差別をしないのが英国人であったのですが、ここに来て英国ですらそういう状況になっています。

愛国消費、愛国金融、愛国雇用というモノ・カネ・ヒトの分野で世界を自由に動き回って活性化するというのがグローバル時代の特徴と言われていたのが、この３つとも自分さえ良ければ病になってしまいました。これがどこまで蔓延して行くのか懸念材料であります。

（４）オバマ大統領はどこまで不本意男化するのか？
次に2番目のﾎﾟｲﾝﾄであるオバマ大統領はどこまで不本意男化するかと言う事についてですが、「不本意男」とは、「不本意ながら」と言いながら次第にまずい方向に引張られてしまう人というイメージです。実は私はオバマ氏が大統領に当選した頃から不本意男化するのではないかという事を懸念していました。就任演説は皆さんも聴かれたと思いますが、素晴らしい演説でした。彼の演説に「今や我々は子供じみた振る舞いと決別すべき時が来た」というくだりがありますが、この言葉は青山学院ご卒業の皆様であれば聖書からの引用文である事はすぐお解りだと思います。これは新約聖書の聖パウロによる「コリント人への手紙」の一文ですが、当時キリスト教に改宗した人々に対して聖パウロが残した文書です。
この文書は前書・後書があり、前書にこのくだりがあったかと思います。この中で聖パウロが言っているのは、キリスト教徒でなかった時代は子供じみた振る舞いをしていたが、今やクリスチャンになった以上キリスト者としての振る舞いをせねばならないと説得しています。オバマはこれを引用した訳ですが、明らかなのは前ブッシュ時代の一国主義、市場原理主義、新保守主義、ネオコンと言われた、まさに自分さえよければ病と決別しようと言った訳で、これが本来の彼の本意であり素晴らしい考え方だと思います。しかし残念な事に、経済政策として「BUY　AMERICAN」条項を持ち出してしまった頃から不本意男化してしまったのではないかと心配しています。

次はどうなるかと見ていたら、6月1日にGM（ゼネラルモータース）破綻問題の対応の際、米国政府がＧＭ株の60％を取得すると発表しました。民間企業の株式の60％を政府が保有するという事は、「ＧENERAL MOTORS」ではなく「GOVERNMENT MOTORS」と世間から揶揄された事は記憶に新しいことです。その発表記者会見でオバマ大統領は「ＧＭの不本意な株主になってしまった。」と言っていましたが、オバマ自身が「不本意な大統領」になってしまったと思いました。確かに米国政府としても、巨大企業であるＧＭを国有化するという事は本意ではなかったと思いますが、そういう方向に行ってしまうという事は

問題があります。国有化と言う事は、即ち保護主義の愛国生産に繋がってしまいます。

更に大きな問題は60％のシェアホルダーという事は「物言う株主」として発言し、生産する車種、労働者雇用、資金調達等いろいろな場面で政府の意向が出てきてしまいます。GMにはGMファイナンスという子会社がありますが、融資先の指定までしてくる可能性は否定できません。

またAIGという保険会社にも米国政府が80％の株を保有していますが、そうなると政府の発言権が強くなります。このままで行くと米国経済は統制経済化してしまい、オバマ大統領にとっても不本意なはずです。

この様な統制経済化は米国だけでなく、ヨーロッパも同じ様な現象が起きており、金融機関に対してとやかく言う動きが出ています。今は異常事態なので戒厳令的な政策も必要かも知れませんが、一旦そういう方向に走り出すと、元に戻す事は難しい状況になってしまいます。これが２番目の問題です。

（５）元の木阿弥化はどこまで進むか？

そして３番目の「元の木阿弥化」はどこまで進むかという問題ですが、これは最初の状態に戻ってしまうという意味です。元の木阿弥化で何が起きるかと言うと、経済的戒厳令の下で世界各国でいろいろな経済対策が打たれており、財政の大盤振る舞い状態になっています。ともかく落ち込んだ需要を落ち込み前の08年9月水準に戻さねばならないという事で、市場にカネをばら撒いているのが現在の状況です。ゼロ金利政策、量的緩和というかつて日本が行なった様な政策で市場から手形・株等を買い取り、資金を市場に流しています。公共事業の実施、量的緩和による市場への資金供給等で落ち込み前の状況に戻そうと必死になっています。という事は、元の木阿弥状態に戻そうとしているのではないかと危惧しています。

一般的には「山高ければ谷深し」と言いますが、「谷深ければ、山高し」は成り立つのでしょうか。我々はリーマンショックによる過程であまりにも危険な山の上に登ってしまったのではないかと思います。従い、そこに立ち止まっていられなくなり、深い谷底に突き落とされてしまった訳です。そこで再び財政出動で同じ山の上に登ろうとしています。それはつまり、元の木阿弥状態に戻って行こうとしているではないでしょうか？山の上に留まっていられないから谷に落とされたのであって、政策が必死になって元の姿に戻そうとしているのは、どこかはき違えています。
何のために我々は恐慌と言う体験をしたのでしょうか。二度と再び危険な山に登っては行けないというメッセージを無視して元に戻ろうとしています。もう少し程良いバランスのとれた高さと言うところを目指しても良いのではないかと思います。その為に力を尽くすのが政策の役割だと思うのだが、はき違えている事が気になります。

我々は高すぎる山の上に押し上げられた訳ですが、そこに働いていたものは「キョウシャ」の論理だろうと思います。私がここで言う「キョウシャ」とは大多数の人が強いという意味で「強者」だと思われるかも知れませんが、残念ながらそれは誤りで「狂者」つまり狂いし者の論理です。皆、熱に浮かされた様に危ない橋を渡り、カネを求めて行きました。カネの無い者にカネを貸し住宅を作れせたり、車を購入させたりする。そしてその論理に惑わされ資金の無い人が手を出してサブプライム問題が発生し、その結果とんでもない山に登ってしまったという事です。そしてまた狂者の論理を思い起こさせる様な事を政策が行おうとしています。「不況は底を打った。貯蓄から投資だ。」という人がいますが、私から見れば良く言うなという感じです。アイスランドやオーストラリアにカネを集中させて手痛いダメージを被ってしまった人もいるはずですが、また同じ事をやろうとしています。日本にもそういう人が一人いました。学者から大臣、そして政治家にまでなった「あの人」
ですが、そういう人達に駆り立てられ元の木阿弥現象になっているのが気になります。

（６）新しい夜明けを迎える為のキーワード
今申し上げた３つのどこまでがどこまで進んでいるかを振り返ると、これからのシナリオは新しい夜明けどころか永遠の暗闇しかないと思います。というところで話を終えてしまったのでは身も蓋もないので、それを如何にして舵を切り替えるか、切り替える為にはどうしなければならないのかを考えてみましょう。そのキ－ワードとして2つの言葉があります。この言葉を地球上の全ての人々が実践することで暗闇ではない新たな夜明けに向かう事が出来ると思います。
1つ目の言葉は「一人は皆のため、皆は一人のため」です。英語では「One for All, All for

One」と言いますが、これはラグビー用語として御存知の方は多いと思う。この言葉の原点は18～19世紀に活躍したアレクサンドル・デュマという作家の「三銃士」という小説に出て来る言葉ですが、熱き団結の思いを表現する為にこの言葉が生まれました。私は今こそこの言葉の重要性を認識すべき時だと思っています。一人は皆の為、ではなく自分だけの事を考えていたら自分さえ良ければ病に感染するのは避けられません。合成の誤謬の罠から脱却する為に、ぜひこの言葉を申し上げたいと考えます。

2つ目の言葉としては「自分さえ良ければ」を否定する言葉で、
極めて簡単ですが「あなたさえ良ければ」という極めて演歌調の言い回しの言葉です。人々がこの行動原理に基づいて行動すれば、世の中は随分変わってくるのではないかと思います。例えば、米国もこの言葉を実践してくれれば「Buy American」とは言わずに、「Buy No American」となります。勿論相手先はJapanでもChinaでも良いのですが。日本も日本製以外のものを購入するという風潮になれば、世界は大きく変わってきます。

今各国で大型の経済対策を打とうとしていますが、その中で共通しているのは「外需はだめになった。輸出は期待出来ないから、内需を拡大する。」という論調がしきりに使われています。実はその底流には「内需は私だけのものです。」という思想が流れているのではないでしょうか。わが国の経済が元気になる、わが国で作ったものだけを買って貰うという需要の囲い込みという発想が強く流れている様に思われます。これは正に自分さえ良ければﾃﾞあって、あなたさえ良ければという考え方ではない。グローバル時代はその辺りの考え方をきちんとしておくべきであると改めてと思います。

あなたさえ良ければは、国レベルで言えば先ほどのBuy Americanから転換する事ですが、もう少し身近なところで言えば例えばトヨタの社員は日産の車を買い、日産の社員はトヨタの車を買うというような事が一般化すれば、自分さえ良ければというせち辛い問題はなくなってくるはずです。

もう一つ例を挙げると、私も京都の大学で教えるようになって気がついた事ですが、同志社と立命館というのは強烈なライバル関係にあり、トヨタ、日産の関係以上に少子高齢化に備え、死に物狂いの生存競争をやっています。これも、同志社は立命館の為に、立命館は同志社の為に学生を集めるようになれば、非常に良い共存共栄の関係が構築されます。あなたさえ良ければという方向に行かないと、地球経済は永遠の暗闇に向かってしまいます。今申し上げた「一人は皆の為に」と「あなたさえ良ければ」という事を実践しなければ、新しい夜明けにはならないと思います。

こんな事を言っていると極めて精神論的な事ばかりを言っているのではないかと思われるかも知れませんが、経済活動は人間がどういう行動原理で動くのかによって決まって来ます。つまりどういう心意気を持つかで世界と日本のシナリオが決まって来るのではないかと思います。ちょうどここで約束の一時間になりましたので、私の話を終わらせて頂きます。有難うございました。
【Q&A】
Ｑ：本学院の経済学部で教鞭を取っている者です。本日の講演で3人の経済学者の名前が浮かびました。「合成の誤謬」ではJ.M.ケインズ、「あなたさえ良ければ」では

J.S.ミル、ミルは経済成長など止めて小突きあい等しなければ平和な世の中になると主張しました。そしてもう一人がアダム・スミス。経済活動は人間の営みであると言っています。この3人の考えた経済活動について伺いたいのですが。

A：有難いご指摘です。考えるべき事がいくつも浮かんで来ます。
　　まず一つ思うのは、この3人はグローバル時代に生きていた訳ではないので、この点　　　

　　は制約要因があるとは思います。この3人の中で一番主張が荒っぽいのがケインズですが、時代を先取りしていたという事は事実です。3人ともそれなりの実績を残しているが、グローバル時代は更に厄介な点があると思います。

　　彼らはいずれも国民経済を中心に考えています。アダム・スミスも「国富論」で国民経済を対象に分析しています。彼らの説はしっかりしていますが、今の時代に当てはめると解けない部分はあります。彼らが現代に蘇って、国民経済なき社会の経済をどう語るかを聞いてみたいとは思います。
　　3人を並べてみるとちょっと毛色の違うのがケインズだと思います。ミルの発想がグローバル時代の鍵を解く為にどう読み直すのかがポイントかと。アダム・スミスは諸国民を超えられないところに限界があるのかも知れません。但しあなたさえ良ければと言う倫理性を訴えたところは重要な示唆ではあります。
Q：国際政経の学生です。ふたつ質問します。

　　一つは、「皆は一人のため、一人は皆のため」「あなたさえ良ければ」で経済危機を乗り越えられるというお話だったと思いますが、この原理は資本主義の利益を追求するという論理とは相反すると思いますが？世界システムは資本主義が中心ですが、これが限界であるという事でしょうか。

　　二つめは、サブプライムローン問題関連ですが、ローンを組ませヘッジファンドの証券化によって倫理的に非難されるべき事です。しかしこのような事は個人レベルでは必ず起こることかと思いますが如何でしょうか。
A：何を以って資本主義というのかという議論は奥の深いものです。国民経済のない状況で資本主義は成り立つかという問題はありますが、それはさておき私が最後に申し上げた２つの言葉は利益追求に反するものではないと思います。

　　あなたさえ良ければ、というのは言い換えれば「情けは人のためならず」という表現になります。自分にとって最も良い状況を形作るためには、他人にとって良い事をしていないとダメという観点から見ると、「あなたさえ良ければ」の発想は利益最大化に繋がる事になります。企業の社会的貢献という事が良く言われますが、利益追求だけを考えている企業からしてみると「義務だから」という発想になりがちですが、実はそうではなく、人の為に最高品質の商品やサービスを提供する企業であれば、信頼され収益は上がってきます。従い、矛盾はしていません。
　　一つの事例として、1930年代保護主義の真っ只中で米国は愛国消費を止め、輸入関税を引き下げて米国にモノを売って下さいと言う通政策を採用しました。当時、ニューディール政策だけでは米国は再生出来ない、世界に買って貰う必要が出てきた為、米国が門戸を開放して市場開放をしました。その結果、輸出も伸びたという経緯もあるので、皆で収益を上げて行く為には「あなたさえ良ければ」の発想は必要です。

　　2番目のサブプライム問題は放置しておけば必ずこのような事は起きます。そうならない様に、人間の心意気で正しい方向に向かわせる事が必要です。再び暴走する輩もいるかも知れないが、この危機を経験した事で踏みとどまる人もいるはずでそこに期待します。
Q：本日は42年振りに大学に戻って来ました。日本他、先進国は高齢化しています。日本のGNP500兆円、個人金融資産1,500兆円の60％は高齢者が保有しており、カネを残しています。これは自分の事は自分で守るという事です。
若い頃は欲望が強くそれを満足させるために働くが、年を取ってくると欲望が低下してくる。結局欲望が薄れてくるから、結果的に狂者にカネが集中してしまうということになってしまうのでは？
A：非常に大きなテーマで、これだけでまた1時間話が出来るくらいです。

高齢者ほど金融資産を保有しており、それが市場に放出されていないというのはやはり不安があるからで、安心して使える政策が充分になされていない事が問題です。医療、介護等インフラ整備が充分でない事は事実であり、これを解決しないと資金は放出されません。
成熟化社会で、各成長のパイが限られた中で、あなたさえ良ければというのが如何にして出てくるかですが、片一方に成熟社会、片一方に新興国があります。日中間でも貿易摩擦があります。例えば中国産の椎茸問題がありますが、日本の農業で生産した高品質で良い椎茸を中国へ輸出し、安くて美味しい中国産椎茸を日本人が食べるという様な分業が出来れば、共存共栄にも繋がります。これはひとつの例としてですが。
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